
資料：財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成

資料：財務省「貿易統計」を基に中国四国農政局作成

（参考）中国四国地域の税関を通関した農林水産物・食品の輸出額の推移

３ 農林水産物・食品の輸出力強化、食品産業の強化
（１）農林水産物・食品の輸出力強化
① 輸出の動向

農林水産物・食品の輸出額の推移（全国）

注：資料は、中国四国地域における農林水産物・食品の輸出傾向の指標の一つとして
参考に作成したものであり、農林水産物・食品の輸出の際に地域以外の税関を通
関したケース等があり、中国四国地域において生産された農林水産物・食品の輸
出総額にはならない。

○ 中国四国地域における農林水産物・食品の輸出額上位の税関(2022年）

下関 127億円 [うち畜産物 51億円 （40％）]

宇和島 60億円 [うち水産物 60億円（100％）]

広島 53億円 [うち畜産品 47億円 （89％）]

政府の輸出促進政策
○ 2019年11月、輸出先国による食品安全規制等に対応するため、輸出先国との協議等

について、政府一体となって取り組むための体制整備等を内容とする「農林水産物及

び食品の輸出の促進に関する法律」が成立した（令和2年4月1日施行）。

○ 食料・農業・農村基本計画（令和2年3月31日閣議決定）において、2030年までに農林

水産物・食品の輸出額を５兆円とする目標を設定した。

○ 2020年12月、総理大臣を本部長とする「農林水産業・地域の活力創造本部」において

「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」を決定した。

○ 2022年5月、「農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律等の一部を改正する

法律」が成立（令和4年10月1日施行）。改正法の成立を受け、2022年6月、 「農林水産

業・地域の活力創造本部」において「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」を改訂した。

〇 2022年12月、「食料安定供給・農林水産業基盤強化本部」において

「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」を改訂した。

注：新たな輸出額目標（2025年２兆円、2030年５兆円）については、少額貨物等を含めて
設定したことから、2020年より少額貨物等を加えた輸出額を公表。
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○ 我が国の農林水産物・食品の輸出額は平成25（2013）年から10年連続で増加、令和３（2021）
年は初めて１兆円を突破し、令和４（2022）年は１兆4,140億円であった。

＋3.4％
（前年同期比）

＋9.3％
（前年同期比）

＋14.2％
（前年同期比）



③ 中国四国農政局の輸出に向けた取組

○ 輸出は、国内販売と異なり、各種手続き、輸出先国の規制、言語のハードル、独特の商流が存在するため、継続的な成果を出
すことが課題である。

○ 平成30(2018)年８月31日に農林水産物・食品の輸出を意欲的に取り組もうとする生産者・事業者等のサポートと連携を図る
「GFPコミュニティサイト」を立ち上げた。

○ GFP(ジー・エフ・ピー)とは、 Global Farmers / Fishermen / Foresters / Food Manufacturers Projectの略称であり、農
林水産省が推進する日本の農林水産物・食品の輸出プロジェクトである。

【牡蠣意見交換会の様子】

農林水産物・食品の輸出を2025年までに２兆円、2030年までに５兆円という目標達成のため、上記の取組を実施する。
18

GFP登録者へのサービス提供

・専門家による無料の輸出診断

・課題解消に向けてのフォローアップ

・GFPコミュニティサイトにおいて事業者の商品やサービスを発信

・各地域、品目、業種毎のイベント・交流会の開催

・輸出に関連する各種情報の提供 等

GFPへの登録状況（令和５(2023)年８月末現在）

区 分 登録者数(全国) うち中国四国

② GFPの取組

農林水産物食品事業者

うち訪問診断完了数

流通事業者、物流事業者

合 計

4,478

701

3,685

8,163

486

67

179

665

〇 中国四国地域において農林水産物等の輸出促進を図るため、各県及び関係機関を幹事とする協議会を設置した（平成20（2008）年）。
総会又は幹事会を開催し、各機関から輸出の取組や支援策等について情報共有を行った。

○ 輸出産地・事業者の支援を伴走型で進めるため、令和４(2022)年より専門的知見を有する職員を「輸出産地サポーター」として配置し
た。
令和４（2022）年１月４日に農政局内に「中国四国農政局輸出産地等支援プロジェクトチーム」を設置した。
２月10日に関係機関と連携した「中国四国地域輸出産地等支援ネットワーク」を構築した。

〇 令和５(2023)年９月７日に「牡蠣の輸出拡大のための意見交換会」、９月14日に「農林水産物・食品
の輸出入門セミナー」を開催した。

○ 各種補助事業により、加工施設等の施設整備、輸出産地の形成、国際的認証の取得等を支援している。

○ 中国四国地域の輸出取組事例を収集・紹介するほか、「輸出に取り組む優良事業者表彰」において
優良な取組に対し中国四国農政局長賞を授与された。

○ 東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う食品等に係る諸外国・地域への輸出証明書発行、水産物の衛生証明書発行、自由販売証明書
発行、GMP証明書発行、区域指定及び施設認定に関する業務を実施している。



輸出拡大実行戦略に基づく輸出産地リスト
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品目 品目の詳細 輸出産地名 産地のエリア 輸出事業計画の策定者 所在地

ぶどう ぶどう 岡山県 県内全域 全農岡山県本部 岡山県岡山市

ぶどう ぶどう 広島県 県内全域
広島県果実農業協同組合

連合会
広島県竹原市

もも もも 岡山県 県内全域 全農岡山県本部 岡山県岡山市

かんきつ かんきつ 広島県 県内全域
広島県果実農業協同組合

連合会
広島県竹原市

かんきつ かんきつ 山口県 県内全域
やまぐちの農林水産物

需要拡大協議会
山口県山口市

かんきつ
ゆず、すだち、ゆ
こう、はっさく

徳島県
阿南市、美馬市、
三好市、上勝町、

那賀町 他

西地食品有限会社、株式
会社阪東食品、株式会社

黄金の村

徳島県阿南市、
上勝町、那賀町

かんきつ かんきつ 愛媛県 県内全域
えひめ愛フード

推進機構
愛媛県松山市

かんきつ ゆず、ゆず果汁 高知県 県内全域 高知県農業協同組合 高知県高知市

いちご いちご 高知県 幡多地区
高知県農業協同組合
中村支所おおきみ部会

高知県四万十市

かんしょ・
かんしょ
加工品

なると金時
徳島県

徳島・鳴門・
松茂地域

徳島市、鳴門市、
松茂町

㈱農家ソムリエーず 徳島県徳島市

その他の
野菜

レタス類 香川県 観音寺市 大平やさい株式会社 香川県観音寺市

切り花 グロリオサ 高知市 高知市 高知市農業協同組合 高知県高知市

茶 茶 高知県 全域 JA高知県 高知県高知市

製材 外構材 高知
高知県全域、徳島
県三好市、那賀町

高知米国市場開拓協議会 高知県仁淀川町

合板 － 株式会社日新
鳥取県、徳島県、

三重県
－ －

ぶり ぶり類 香川県 県内全域 香川県漁業協同組合連合会 香川県高松市

ぶり ぶり類 愛媛県 県内全域

愛媛県
辻水産(株)

秀長水産(株)
ビージョイグループ

イヨスイ(株)
(株)ヨンキュウ
(株)ダイニチ

(株)宇和島プロジェクト
愛媛県漁業協同組合

愛媛県松山市、
宇和島市等

ぶり ぶり類 高知県 大月町 サンライズファーム(株) 山口県下関市

たい まだい 愛媛県 県内全域

愛媛県
愛南漁業協同組合

辻水産(株)
秀長水産(株)

ビージョイグループ
イヨスイ(株)

(株)ヨンキュウ
(株)ダイニチ

(株)宇和島プロジェクト
愛媛県漁業協同組合

愛媛県松山市、
宇和島市等

品目 品目の詳細 輸出産地名 産地のエリア 輸出事業計画の策定者 所在地

真珠 真珠
三重県、愛媛県及び長
崎県並びに兵庫県

三重県、愛媛県
及び長崎県並び

に兵庫県

（一社）日本真珠
振興会

東京都中央区

錦鯉 錦鯉 中国、関西

鳥取県、岡山
県、島根県、広
島県、山口県、
滋賀県、京都

府、大阪府、奈
良県、和歌山県
及び兵庫県

全日本錦鯉振興会
中国地区

広島県世羅町

錦鯉 錦鯉 九州・四国・沖縄

福岡県、長崎
県、熊本県、宮
崎県、大分県、
香川県及び愛

媛県

全日本錦鯉振興会
九州・沖縄地区

福岡県大川市

清涼
飲料
水

清涼飲料水 齋藤飲料工業株式会社 広島県福山市 － －

菓子 菓子 丸京製菓株式会社 鳥取県米子市 － －

菓子 菓子 カバヤ食品株式会社 岡山県岡山市 － －

味噌 － 全国 全国
木桶仕込み味噌

輸出促進コンソーシアム
東京都渋谷区

味噌 － 広島県 全域
金光味噌株式会社
新庄みそ株式会社

広島県府中市
広島県広島市

味噌 － 徳島県 全域 かねこみそ株式会社 徳島県藍住町

味噌 － 香川県 全域
株式会社イヅツみそ
讃岐食品工業株式会社

香川県観音寺
市、高松市

醤油 － 全国 全国
木桶仕込み醤油

輸出促進コンソーシアム
香川県小豆島

町

醤油 － 広島県 全域
川中醤油株式会社

株式会社アサムラサキ
寺岡有機醸造株式会社

広島県広島市、
福山市

醤油 － 山口県 全域 神田味噌醤油醸造場 山口県柳井市

醤油 － 香川県 全域
鎌田醤油株式会社
タケサン株式会社

ヤマロク醤油株式会社

香川県坂出市、
小豆島町

醤油 － 愛媛県 全域 森文醸造株式会社 愛媛県内子町

酒類 － ※国税庁所管のため記載省略

○ 「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」に基づき、主として輸出向けの生産を行う輸出産地をリスト化した。



令和４(2022)年度 中国四国地域の主な農林水産物・食品の輸出品目と輸出先
広島県

愛媛県
品目名 輸出先 輸出額 輸出量

温州みかん
香港ほか
6国・地域 46,188 87.9

中晩柑
香港ほか
8国・地域 61,294 49.0

柿
香港ほか
2国・地域 2,031 3.5 

※ えひめ愛フード推進機構調べ

※ 愛のくにえひめ営業本部調べ

鳥取県

徳島県

岡山県

品目名 輸出先 輸出額

畜産物（オリーブ牛
等）

主に米国 274,045 

青果物
（いちご、かんしょ等）

主に香港、シン
ガポール、タイ 106,357 

加工食品
（うどん、調味料、日本酒
等）

主に台湾 58,848 

その他
（盆栽、オリーブハマチ、
雑貨等）

主にEU、タイ、
中国 21,593 

香川県

※ 徳島県調べ

農産物 内訳（主なもの）

島根県山口県

注：本資料は、県及びＪＡ等の協力により把握した主な農林水産物・食品の輸出額・輸出量等であり、各県の状況を網羅したものではない。

品目名 輸出先 輸出額 輸出量

ぶどう
台湾、香港、
カナダ 2,554 1.0 t

なし 台湾、香港 3,971 7.3 t
柑橘
(はるか)

香港 163 0.5 t

レモン
台湾、香港
マレーシア、
ドバイ

603 1.4 t

鶏卵 香港 1,162,851 4,257 t
日本酒 フランス等 232,000 194 kL

牡蠣
香港、台湾、
シンガポール 1,010,000 1,600 t

※ 広島県調べ
※ 日本酒は令和3年1～12月のデータ、牡蠣は令和3年度のデータ

(千円)

加工食品
シンガポールほか
11国・地域 302,097

林産物
カナダほか
4国 239,380

水産物
中国ほか
6国・地域 3,194,791

(千円) (t)

品目名 輸出先 輸出量

なると金時
香港、台湾、タイ
等 536.4 t

ゆず EU、香港 1.3 t

すだち
EU、香港、
シンガポール

0.4 t

米 香港、米国 122.3 t

品目名 輸出先 輸出額 輸出量

農畜水産物 合計 中国、マレーシア等 3,127,863 ー

農産物 香港、シンガポール、
タイ等 ー 711.8 t

畜産物
(牛肉・鶏肉・鶏

卵)

マレーシア、インド
ネシア、香港等 ー 290.6 t

水産物 中国、米国、台湾等 1,848,114 ー

木材・木材加工品 米国、ドイツ等 350,036 ー

加工食品 EU、タイ、台湾等 509,482 ー

(千円)

(千円)

※香川県県産品振興課調べ

（成約・出荷等に香川県が関与したもの）

品目名 輸出先 輸出額 輸出量

もも 台湾、香港等 55,388 41 t 

ぶどう 台湾、香港等 1,098,448 463 t 

木材
（ヒノキ）

韓国、中国等 667,000 9,798㎥

(千円)

※ 岡山県調べ

品目名 輸出先 輸出額 輸出量

日本なし
主に台湾、香
港、米国 233,088 287

柿 主にタイ 4,784 10
スイカ 香港 6,421 25

(千円) (t)

※ JA全農とっとり調べ

和牛
台湾、香港、タイ、
マレーシア 67,625 11

加工食品
(菓子類)

北米、中国、
オセアニア、EU、韓
国、台湾、香港

599,009 ー

日本酒 主に米国、韓国、中
国、香港、ロシア 177,026 ー

珈琲類 台湾、香港、中国 31,390 ー

※ 鳥取県調べ

(千円)

※島根県調べ

※ 令和4年1～12月のデータを集計

品目名 輸出先 品目数 輸出量

精米 台湾、米国 2 ー

和牛

米国、カナダ、
オーストラリア、
台湾、フィリピン、
ベトナム、ニュー
ジーランド

8 ー

農産加工品
香港、中国、
イタリア 3 ー

日本酒 香港、中国 57 2,595 kL

※やまぐちの農林水産物需要拡大協議会調べ

品目名 輸出先 輸出額

加工食品
米国、台湾、
韓国等 1,884,955

花き
オランダ、
カナダ等 23,324

農産物（米、野
菜、果樹）

香港、米国、
シンガポール等 37,835

畜産物 香港等 134,999

水産物
ベトナム、タイ、
インドネシア等 616,323

木材及び木材
加工品

メキシコ、
中国等 58,938

高知県

※ ジェトロ高知・高知県 貿易実態調査

品目名 輸出先 輸出額

ゆず（果汁含）
フランス、米国、
中国等 744,869

水産物
（加工品除く）

米国、中国、
ベトナム等 219,867

酒類
中国、米国
フランス等 641,592

その他加工品等
シンガポール、
マレーシア、米国等 689,915 

(千円)
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（２）知的財産の保護・活用
～地理的表示（GI）保護制度の活用促進～

〇 地理的表示(GI)保護制度は、地域ならではの特徴的な産品の名称を知的財産として保護する仕組み。同
制度への産品の登録により、模倣品が排除されるほか、登録生産者団体が自らの産品の価値を再認識する
ことで品質管理が徹底されるなどの効果が期待される。

〇 令和５年７月20日現在、全国で132産品が登録され着実に増加している。うち中国四国地域では22産品が
登録された。

〇 日EU・EPAにより日本側GI95産品、EU側105産品が、日英・EPAにより日本側GI47産品、英国側GI３産品が
相互に保護されている。

〇 GIサポートデスク（当省委託機関）と連携し、登録申請に係る支援や制度の周知・理解の促進を図
るとともに、GI産品の輸出促進・販路拡大・付加価値向上を図る。

鳥取砂丘らっきょう
（鳥取県）

大山ブロッコリー
（鳥取県）

こおげ花御所柿
（鳥取県）

大栄西瓜（鳥取県）東出雲のまる畑ほし柿
（島根県）

三瓶そば（島根県） 連島ごぼう（岡山県） 比婆牛（広島県）

豊島タチウオ
（広島県）

大野あさり
（広島県）

福山のくわい
（広島県）

下関ふく（山口県） 美東ごぼう（山口県） 徳地やまのいも
（山口県）

木頭ゆず（徳島県）

香川小原紅早生みかん
（香川県）

善通寺産四角スイカ
（香川県）

伊予生糸（愛媛県） 物部ゆず（高知県）

【登録標章（ＧＩマーク）】

【中国四国地域のＧＩ登録産品（令和５年３月末現在）】

阿波尾鶏（徳島県）

徳島すだち（徳島県） サヌキ白みそ
（香川県）
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（３）食品産業の競争力強化
① 食品等流通の合理化・高度化

○ トラックドライバーの高齢化を始めとする食品流通に係る人手不足が深刻化する中で、国民生
活や経済活動に必要不可欠な生鮮食品の物流の安定を確保するためには、サプライチェーン全体
で合理化に取り組む必要がある。

○ 青果物輸送では、各産地が地元運送会社へ配送手配し、遠隔消費地を中心にベタ積みで輸送す
る場合が多く、トラックドライバーによる荷物の手荷役作業の負担軽減に向けた統一パレット化
やトラック輸送から船舶や鉄道へのモーダルシフトを推進し、物流を持続可能なものとすること
が重要である。
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「流通２０２４年問題」によるトラックドライバーの拘束時間等（拘束時間１日原則13時間以内、
２日平均で１日９時間以内、休憩時間８時間以上、連続運転時間４時間以内）が制限される状況下
においても、市場・消費者等へ安定的に食品等を届けるため、食品等流通の合理化を図る。

道路貨物運送業の運転従事者数（千人）の推移



② 食品ロス削減・プラスチック資源循環の推進

○ 国内の食品ロス量は年間約523万トンである（令和３（2021）年度推計値）。内訳は、メーカー・スー
パー・レストラン等の企業から279万トン（53%）、家庭から244万トン（47%）となっている。

事業系食品ロス削減に関する目標である、平成12（2000）年度比で、令和12（2030）年度までの半減に向
け、中国四国地域の食品関連事業者に対し電話等による食品ロス削減に向けた個別の働きかけを実施してい
る。

○ 令和元（2019）年５月に策定された「プラスチック資源循環戦略」の”３Ｒ＋Renewable”によるプラス
チック資源循環を推進するため、各種会議等の機会を捉えて積極的に情報発信を行っている。

○ 食品製造業者や食品小売業者に対する個別の働きかけを継続するとともに、フードバンク団体や自治体、
食品関連事業者との意見交換等を行い、食品ロス削減を推進する。

○ 食品関連事業者への情報発信や問い合せへの対応など、関係省庁と連携してプラスチック資源循環を推
進する。

〇フードバンク活動の促進

令和４年度は、フードバンク団体、食品関連企業
等が参集する情報交換会へ参加（中国４回、四国４
回）し、課題や改善策等について意見交換を行った。

〇プラスチックに係る資源循環の促進等に関する新
法（令和４年（2022）４月１日施行）
製品の設計からプラスチック廃棄物の処理までに

関わるあらゆる主体（市町村、製造販売事業者、排
出事業者）の再資源化に資する資源循環等の促進に
向け、①プラスチック廃棄物の排出の抑制、環境配
慮設計、②ワンウェイプラスチックの使用の合理化、
③プラスチック廃棄物の分別収集、自主回収、再資
源化 等を定める。

〇プラスチック製買物袋有料化

消費者のライフスタイル変革を促すため、容器包
装リサイクル法の省令を改正し、令和２（2020）年
７月１日から全国でプラスチック製買物袋の有料化
を義務化。

〇商慣習の見直しと消費者に対する啓発
・常温流通の加工食品について、納品期限の緩和、
賞味期限の年月表示化、賞味期限の延長を三位一体
で推進。令和４（2022）年10月30日現在の管内の取
組済み又は予定している事業者は22。（公表同意の
み）
・10月の食品ロス削減月間の取組として、鳥取県及
び島根県で開催された男女共同参画推進プロジェク
ト研修会において、食品ロス削減の重要性等につい
て啓発を行った。
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食品ロス削減の取組例 プラスチック資源循環の取組



４ 「みどりの食料システム戦略」の実現に向けた政策の推進

○ 戦略の実現に向けた取組を後押しするため、令和４（2022）年５月に「環境と調和のとれた食料シ
ステム確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律」（みどりの食料システム法）が制
定され、７月に施行された。

○ 同法に基づき各県と市町村が共同で策定する「基本計画」を令和４（2022）年度中に全県で策定
し、令和５（2023）年度から本格的な運用がスタートした。

〇 農政局では、各部横断的な推進チームを設置し、農政局本局と各県拠点が連携して、管内への周知
や戦略実現に向けた各地域の取組に対する支援を推進している。

（１）みどりの食料システム戦略の推進

令和５年度から県による農業者の計画認定が本格的にスタート。税制特例や計画認定・
特定区域設定に対する補助事業の優先採択等のメリット措置により支援している。

それぞれの地域で、みどり法に基づく取組を
主体的に進めていただくため、

地方自治体の基本計画作成を促進
○高知県が管内初の基本計画を公表
（令和５年２月10日）

○令和４年度中に全県で基本計画を策定

○うち2県６市町で特定区域（モデル地区）
が設定され、地域ぐるみでの取組を促進

みどりの食料システム法 施行（令和４年７月1日）

溶液ろ過装置可変施肥田植機色彩選別機

生産現場の環境負荷低減を効果的に進めるため、
現場の農業者のニーズも踏まえ、

環境負荷低減に役立つ技術の普及拡大等
を図る事業者（基盤確立事業実施計画）を認定

○令和５年９月時点で、全国で55事業者を
認定（管内で11事業者）
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（２）みどりの食料システム構築に向けた地域の事業活動

みどりの食料システム戦略の実現に向け、管内各県で農業者の行う化学肥料・化学農薬の使用低減
や温室効果ガスの排出量削減等に係る環境負荷低減事業活動計画を認定し、税制特例、農業改良資金、
みどりの食料システム戦略推進交付金をはじめとした各種補助金の優先採択等により、総合的に支援
を行っている。

○みどり認定による事業活動の事例 （香川県観音寺市） ○みどり交付金を活用した地域の取組事例 （島根県浜田市）

にんじん機械化一貫体系
（収穫作業）

取組概要

島根県浜田市は、令和４年度から、有機農業の推進に
向け、①井関農機(株)、楽天農業(株)などの企業と連携し
たフードバリューチェーンの構築、②消費者ニーズに応じ
た作物づくりと地域内エネルギー循環の構築、③有機給食
などを通じた地元消費（地産地消）の拡大などに取り組み、
持続可能な生産体制の確立を目指し、令和５年４月にオー
ガニックビレッジ宣言を行った。

取組成果

①有機にんじんの機械化一貫体系の実証
により作業の省力化が図られた。アイ
ガモロボによる水田抑草技術を用いた
実証を通じ、実装に向けた課題が明確
となった。

②地域内の野菜残渣と地元漁港で水揚げ
された未利用魚等による堆肥を活用し
た地域内循環の取組が始まった。

③市内の小中学校を中心に、有機ＪＡＳ
認証が取得できない期間の農産物を使
った有機給食を提供し、子どもたちの
食育や環境意識の醸成が図られた。

堆肥
左:野菜残渣
右:野菜＋未利用魚残渣

経営概要

栽培品目：レタス、スイートコーン、水稲
経営面積：4.9ha（うち取組面積：1.3ha）

認定者

株式会社 やさいや

取組概要

主力品目のレタスにおいて、下記の環境負荷低減事業活
動に取り組む。
①稲わらや、ソルゴーなど緑肥作物のすき込みによる土づ
くりと、有機質肥料の施用や生物農薬、フェロモン剤の
利用による化学肥料・化学農薬の使用低減
〔現状0.2ha⇒目標1.3ha〕

②生分解性マルチフィルムを使用した栽培によるプラス
チック資材の排出抑制〔現状1.3ha⇒目標1.3ha〕

認定に至ったきっかけなど

・経営の柱であるレタス栽培で、有機質肥料を施用した栽
培を進めていたところ、県職員からみどり認定の働きか
けを受け、取り組んだ。

・本制度に認定されたことで、消費者に対して、生産物の
安全性をアピールすることができ、販売力のさらなる強
化が図れると考えている。
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取組件数及び取組面積の推移 支援対象取組別の取組面積（令和４（2022）年度）

資料：農林水産省農産局調べ
注：取組面積は表示単位未満を四捨五入したため、中国四国計と県の合計が一致しない場合

がある。

資料：農林水産省農産局調べ
注１：「-」･･･事実のないもの。
２：表示単位未満を四捨五入したため合計値と内訳の計が一致しない場合がある。

（３）環境保全型農業直接支払制度の推進

〇 中国四国地域の取組面積は、令和４（2022）年度は3,974haであり、前年度に比べ87ha（２％）増
加した。

〇 また、支援対象取組組面積は、堆肥の施用が最も多く、次いで有機農業、カバークロップ とな
る。地域別には、中国地域では堆肥の施用、四国地域では有機農業が多くなっている状況である。
※注 カバークロップ：主作物の栽培期間の前後のいずれかに緑肥を作付けする取組。

令和４（2022）年度からは、これまで「国際水準ＧＡＰの実施」としていた事業要件を、みどりの食料
システム戦略を踏まえ、「みどりのチェックシートに定められた持続可能な農業生産に係る取組を実施す
ること」に変更した。また、有機農業に新たに取り組む農業者の受け入れ・定着に向けた技術指導等の活
動（取組拡大加算）が新たに支援対象に追加された。
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〇 農業現場の担い手・人手不足、ほ場条件の制約等の課題や新型コロナウイルス感染症の拡大に伴
う労働力不足を解消し、生産性を飛躍的に向上させるためには、近年発展が著しいロボット、AI、
IoT等の先端技術を活用した「スマート農業」の取組に期待が高まっている。

〇 このため、先端技術を実際の生産現場に導入して技術の導入による経営改善の効果を明らかにす
る「スマート農業実証プロジェクト」を令和元（2019）年から実施（国立研究開発法人農業・食品
産業技術総合 研究機構が課題選定～進行管理実証期間は２か年度）しており、管内では、22地区
が実証を終えており（令和元（2019）年、２（2020）年度採択。うち４地区は労働力不足の解消に
向けたスマート農業実証。）、５地区が実証中である（令和４（2022）年、５（2023）年度採択）。
なお、全国では、182地区が実証を終了し、35地区で実証中である（令和元（2019）年度69地区、令
和２（2020）年度79地区、令和３（2021）年度34地区、令和４（2022）年度23地区、令和５
（2023）年度12地区）。

５ スマート農業の推進

資料：中国四国農政局作成

○ 農業者をはじめ関係者に向けたスマート農業技術に関する情報発信を行っている（スマート農業推
進フォーラムの開催、スマート農業実証プロジェクトの実証地区による情報発信）。

○ スマート農業技術を有効活用し、農作業の代行を行う「農業支援サービス事業」の推進に向け、補
助事業によるスマート農業機械の導入支援、サービス事業者のホームページでの紹介を行っている。

○ 中国・四国の各地域の国の出先機関等で構成されるSociety5.0の実現に向けた連携協力体制を構築
し、地域の課題解決に向けた取組を推進している。
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【管内で実証中の地区】

採択年度 県名 市町村名 対象品目 実証経営体 実証課題

令和５年度

広島県 庄原市 稲WCS、青刈りとうもろこし (有)トールファーム、(株)vegeta、(株)夢創
庄原市におけるスマート農業技術を活用した持続可能な地域資源循環型
農業

徳島県 鳴門市 さつまいも (株)ＪＡ里浦ファーム
栽培条件分析に基づくスマート農業技術による生産性の高い砂地畑農業
体系の実証

令和４年度

島根県 大田市 放牧 かわむら牧場
荒廃農地の再生による環境保全効果と生産性の高いスマート放牧体系の
実証

愛媛県 八幡浜市 みかん JAにしうわ真穴共選スマート農業研究会 スマート技術導入による日本一の温州ミカン産地持続モデル実証

高知県 北川村 ゆず (株)土佐北川農園ほか
高知県安芸地区におけるローカル５Ｇの活用によるゆず生産スマート化
実証



クローラー式ロボットトラクタ
（笠岡市）

スマート農業技術実証報告会
(令和元（2019）年・倉吉市)

資料：中国四国農政局作成

キャベツ収穫機
（庄原市）

ドローン（農薬散布）
（赤磐市）

ロボットトラクタ
（赤磐市）

直進キープ田植え機
（四万十町）
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【実証期間を終えている地区】

採択年度 県名 市町村名 対象品目 実証経営体 実証課題

令和３年度

広島県 世羅町 梨 農事組合法人世羅幸水農園
大規模果樹生産法人による収穫作業自動化によるスマート農業生産体系の一気通貫化とスマート農機のロバス
ト化

広島県
島根県

【広島】
庄原市、東城町、三
次市
【島根】
出雲市、松江市、奥
出雲町

キャベツ、水稲、白大豆、大
麦等

（同)重原農園、(株)vegeta、(株)宇惠ファーム、農事組合法人
くまの、村岡農園、白根りんご農園、ファームナガタ84、農縁
たねまき、(株)勝部農産、カンドーファーム(株)、(有)コスモ
二十一、(株)いづも農縁

多品目広域連携で実現させる「AaaS（農業版MaaS）」によるAI農機シェアリング

令和２年度

鳥取県 南部町 水稲、白ネギ、小麦、大豆 (株)福成農園、(同)清水川
次世代につなぐ水稲・白ネギを柱にした中山間地域水田複合経営モデルの実証～農業の「ユニバーサルデザイ
ン化」・「データの見える化」を目指して～

島根県 出雲市 ぶどう 浅津英雄、伊藤康浩
｢ハウス環境自動制御による加温栽培ぶどうの栽培・販売体系改善｣及び｢ぶどう栽培匠の技を次世代に継承す
るためのVR学習システム開発｣の実証

岡山県 笠岡市
キャベツ、タマネギ、カボ
チャ

(有)エーアンドエス 加工・業務用野菜の省力・精密化で国内需要に応えるスマート農業一貫体系の確立

広島県 庄原市 酪農 有限会社トールファーム 搾乳ロボット併用「ハイブリッド酪農」による労働力不足の解消と労働生産性の向上に向けた実証 （※）

徳島県 鳴門市 れんこん 仲須農園
小規模分散ほ場の集積で産地を守る。一括ほ場管理と作業分担で「もうかるレンコン」スマート栽培体系の実
証

徳島県 石井町 ミニトマト みのるファーム株式会社 ミニトマト栽培におけるスマート農業技術を活用した省力・軽労化体系の実証 （※）

香川県 さぬき市
キャベツ、ブロッコリー、葉
ネギ

株式会社さぬきベジファーム 狭小な水田における秋冬露地野菜省力生産技術の実証 （※）

愛媛県 西条市 たまねぎ、レタス、キャベツ (株)サンライズファーム西条 スマートフードチェーンによる野菜生産強靭化の実証

高知県 北川村 ゆず (株)土佐北川農園 柑橘の超省力・早期成園化実証を通した持続的中山間農業構築モデル事業

高知県 三原村 ゆず (公財)三原村農業公社 ユズの大規模生産におけるスマート農業を活用した労働力不足解消実証 （※）

令和元年度

島根県 出雲市
水稲、大麦、ハトムギ、キャ
ベツ、タマネギ

㈲グリーンサポート斐川
担い手農地集積率80％からの挑戦 !!「更なる水田フル活用による耕地利用率125％・後継者への技術継承」に
向けたスマート農業実証

岡山県 赤磐市 水稲 株式会社ファーム安井 中山間地域における水稲栽培の地域営農利潤を最大化するスマートアグリシステムの確立

岡山県 真庭市 水稲、小麦、ＷＣＳ用稲 農事組合法人寄江原 集落営農法人による持続可能な中山間地域営農体系の実証

広島県 東広島市 米、青ネギ、アスパラガス 農事組合法人ファーム・おだ 中山間水田複合作における省力化と新しい品種、販路等へ挑戦するスマート農業技術活用体系の実証

広島県 庄原市 キャベツ 株式会社vegeta
広島型キャベツ100ha経営スマート農業化プロジェクト（～管理職いらずの“フラット組織”と“小規模水田
適応機械”で、中山間地に新たな「省人大規模経営モデル」を生み出すシステムの提案～）

広島県 大崎上島町 レモン 松岡農園、株式会社ルーチャード、山彦農園 レモンにおけるスマート農業機械等の一貫作業体系の実証

山口県 萩市等 水稲 農事組合法人むつみ、農事組合法人うもれ木の郷 中山間地域における連合体の育成を見据えた集落営農法人の経営体質強化・次世代人材の育成

香川県 善通寺市 葉ネギ ㈱尾野農園 都市近郊小面積多筆数水田での加工業務用葉ネギ栽培のスマート実証農場

愛媛県 八幡浜市 ミカン ＪＡにしうわスマート農業研究会 未来型柑橘生産に向けたAI等先端技術の導入によるスマート営農体系の実証

高知県 四万十町 水稲 営農支援センター四万十株式会社
平成31年度政府予算案及び平成30年度補正予算政府案に基づく、自動運転トラクターやドローンを活用した中
山間地水田作のスマート農業技術体系の実証

※｢労働力不足の解消に向けたスマート農業実証｣に採択された地区。実証期間は１ヶ年度。


